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Â 2017 年4月20 日の決算において、基準価額の水準や市況動向等を勘案し、分配金額（1万口当たり、税引
前）を35円と決定いたしました。  

※最終ページの「当資料のご利用にあたっての注意事項」をご確認ください。 

（年/ 月/ 日） 

出所：アセットマネジメントOne 
※上記は、当ファンドの過去の一定期間における実績を示したものであり、将来における運用成果や収益分配を示唆、保証するものではありませ

ん。分配金額は、委託会社が収益分配方針に基づいて決定します。ただし、収益分配を行わない場合もあります。 

※当ファンド設定日の前営業日の当初元本（1万口につき1万円）を起点とする推移。基準価額および分配金再投資基準価額は、運用管理費
用（信託報酬）控除後の値です。分配金再投資基準価額は“決算時に収益分配があった場合に、その分配金（税引前）をファンドに再投
資したものと仮定して算出した収益率”に基づく当ファンドの1万口当たりの基準価額を表します。 

分配金再投資 
基準価額 
22,071 円 

基準価額 
5,729 円 

※2017年4月20日現在 

分配金に関するお知らせ 

分配金実績（1万口当たり、税引前） 設定来（表内の日付は各決算月、日） 

1 

運用実績（期間：2003年2月6日（当ファンド設定日の前営業日）～2017年4月20日） 

決算期 第3期～第15期 第16期～第29期 第30期～第39期 第40期 第41期～第45期 第46期 

各決算月、日 03/4 ～04/4  04/5 ～05/6  05/7 ～06/4  06/5  06/6 ～06/10  06/11  

分配金額 各40円 各45円 各50円 850 円 各50円 650 円 

決算期 第47期～第51期 第52期 第53期～第80期 第81期～第113 期 第114 期～第170 期 第171 期 

各決算月、日 06/12 ～07/4  07/5  07/6 ～09/9  09/10 ～12/6  12/7 ～17/3  2017/4/20  

分配金額 各50円 950 円 各50円 各70円 各60円 35円 

騰落率（税引前分配金再投資） 基準日：2017年4月20日 

※騰落率は、税引前の分配金を再投資したものとして算出していますので、 実際の投資家利回りとは異なります。 
※各期間は、基準日から過去に遡っています。また設定来の騰落率については、設定当初の投資元本を基に計算しています。 

1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 2年 3年 設定来 

▲4.35 ％ ▲4.08 ％ 2.71 ％ ▲1.52 ％ ▲8.78 ％ ▲3.73 ％ 120.71 ％ 

分配金累計額（設定来） 11,765円 ※第1期および第2期の決算日には、約款の規定により収益分配は行ってお
りません。 

※第40期、第46期、第52期の分配金額には、利息収入相当分に加え、売買
益が含まれています。 
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※最終ページの「当資料のご利用にあたっての注意事項」をご確認ください。 
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Q1 なぜ分配金を引き下げたのですか？ 

 

出所：アセットマネジメントOne 
※小数点以下を切捨てているため、①～④の各項目の合計と⑤分配可能額（分配金支払い前）が一致しない場合があります。 
※上記の表において、有価証券売買等損益（費用控除後）の数値が「‐」となっているものについては、有価証券売買等損益がマイナスもしく

はプラスであったが、全額が繰越欠損金に充てられたため、分配金原資が発生しなかったことを表しています。 
※上記は、当ファンドの過去の一定期間における実績を示したものであり、将来における運用成果を示唆、保証するものではありません。 
※第169 期～第171 期（2017 年2月～2017 年4月）における当ファンドの損益の状況（運用報告書）は、2017 年9月頃に当社ホームページに掲

載いたします。 
※本資料作成時点においては、当作成期間に係る当ファンドの監査は終了しておりません。 

分配金の計算過程（１万口当たり、単位：円） 

 
 
 

投資信託の純資産 

分配金 

分配金引き下げ前の支払いのイメージ 

60円 

分配金引き下げ後の支払いのイメージ 

 
 
 

投資信託の純資産 

差額相当分 
25円 

引き下げた分配金の差額
相当分はファンドに留保 

35円 

分配金 

当ファンドは、「原則として安定した収益分配を継続的に行うことを目指し、基準価額の水準およ
び市況動向等を勘案して決定する」という方針にしたがい、毎決算時に分配金額を決定しています。
これにより、当ファンドは分配金を引き下げることといたしました。 

当ファンドでは、投資対象資産（豪ドル建て債券）から得られる毎期の配当等収益（費用控除後）
や有価証券売買等損益（費用控除後、繰越欠損金補填後）に加え、収益調整金や信託財産内に留保さ
れた分配準備積⽴金（下表①～④、以下同じ）を活用し、収益分配金をお支払いしてきました。しか
しながら、分配金の支払いを主因に基準価額が低下傾向にあります。そのため、今後も安定した収益
分配を継続的に行い、基準価額の下落を抑えて信託財産の成長を図るために、今般、分配金を引き下
げることにさせて頂きました。なお、分配金引き下げによる差額相当分は、信託財産内に留保いたし
ます。 

第166 期 第167 期 第168 期 第169 期 第170 期 第171 期

（2016 /11）（2016 /12）（2017 /1）（2017 /2）（2017 / 3）（2017 /4）

① 配当等収益（費用控除後） 18 20 21 15 17 13

② 有価証券売買等損益（費用控除後） - - - - - -

③ 収益調整金 86 96 108 118 127 135

④ 分配準備積⽴金 696 645 594 545 492 442

⑤ 801 762 724 679 637 591

⑥ 収益分配金額 60 60 60 60 60 35

分配可能額（分配金支払い前）

＝①+ ②+ ③+ ④

当期収益から
分配に使用できる額

当期までに積⽴てた
分配可能原資

当期分配できる額

当期の収益分配金

+
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MHAM豪ドル債券ファンド（毎月決算型） 

Q2 分配金を引き下げると基準価額への影響はありますか？ 

投資信託の分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金
が支払われると、その金額相当分、基準価額は下がります。 

今回、分配金を60 円から35 円に引き下げましたが、引き下げた25 円相当分は、ファンドに留保さ
れ、分配落ち後の基準価額に反映されるため、分配金が60円の場合に比べて基準価額が25 円相当分
高くなります。 

分配金と分配落ち後の基準価額の合計は、分配金の額にかかわらず分配落ち前の基準価額と同じに
なります。つまり、今回の分配金引き下げによって、投資者の皆さまの経済的価値が変わるものでは
ありません。 

【分配金支払い前】 

【分配金支払い後】 
分配金が 

60円の場合 

分配金 

支払い前 

基準価額 

6,000円 

分配金60円 

分配金 

支払い後 

基準価額 

5,940円 

合計 
6,000 円 

合計 
6,000 円 

分配金35円 

分配金が 

35円の場合 

 

※分配金は、１万口当たり、税引前の金額で表示しています。課税による影響は考慮しておりません。 
※上記はイメージ図であり、将来における運用成果や収益分配を示唆、保証するものではありません。分配金額は、委託会社が収益分配方針

に基づいて決定します。ただし、収益分配を行わない場合もあります。 

合計金額は同じです。 

分配金 

支払い後 

基準価額 

5,965円 

①配当等収益（費用控除後） 

ṕ Ṗ

 

②有価証券売買等損益 

（費用控除後、繰越欠損金補填後） 

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

 

③収益調整金 

 

④分配準備積⽴金 

+

 

⑤分配可能額 

 

⑥収益分配金額 
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MHAM豪ドル債券ファンド（毎月決算型） 

Q3 分配金額の多いファンドほど投資成果が良いといえるのですか？ 

 お客さまにとっての投資成果は、投資期間の基準価額の騰落額とその間に受け取った分配金
の累計額の合計となります。ファンドが収益分配を行うと、分配金額相当額がファンドの純資
産から減少し基準価額も下落します。このように、お客さまの投資成果を測るには、基準価額
の騰落も考慮する必要があります。 

 つまり、分配金額の多寡のみでファンドの投資成果の良し悪しを判断することはできません。 

トータルリターンの考え方 

 2014 年12 月より、投資信託について「トータルリターン通知制度」がスタートしまし

た。 
トータルリターンとは、基準価額の値動きと分配金の双方を考慮し、ファンドの総合的な
収益を表した数値です。お客さまが保有している当ファンドのトータルリターンは、販売
会社から定期的にお知らせされる「トータルリターン通知」により、把握することができ
ます。 

トータルリターン（イメージ） 

分配金だけではなく、基準価額の動向にも注目し、総合的に損益状況を判断するのが重要です。 
POINT  
ḵ 

※上記はイメージ図であり、すべてを説明するものではありません。 
※課税による影響は考慮しておりません。 

トータル 

リターン 

① 

投資残存 
部分評価金額 

② 

累計受取 

分配金額 

③ 

累計売付 
金額 

④ 

累計買付 
金額 

＝ + + - 

Q4 今後も分配金額の変更はありますか？ 

当ファンドは、「原則として、利息収入相当分を中心に分配することを目指す」という分配方針に
したがい、毎決算時に分配金額を決定しています。今後もこの方針にしたがい、継続的に収益分配を
行うことを目指します。 

なお、収益分配は豪ドル建て公社債の利息収入や値上がり益、為替差益等を原資に行われますので、
これらの状況によっては分配金額は変更される可能性があります。 

額 
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（円）

Q5 当ファンドの運用状況について教えてください。 

2016 年3月31日～2017 年4月20日 

出所：アセットマネジメントOne 
※上記グラフの基準価額（分配金再投資ベース）は201 6年3月31日の基準価額を起点にしたもの。 
※基準価額および基準価額（分配金再投資ベース）は、運用管理費用（信託報酬）控除後の値です。 
※基準価額（分配金再投資ベース）は、決算時に収益分配があった場合にその分配金（税引前）を再投資したものとして算出した収益率に基づきます。 
※基準価額の変動要因は、当該期間中の日々の為替レートや利金収入などを基に、アセットマネジメントOneが算出した概算値であり、傾向を説明す

るための参考値です。 
※上記グラフおよび表は、当ファンドの過去の一定期間における運用実績を示したものであり、将来の運用成果を示唆、保証するものではありません。 

基準価額の推移 期間別騰落率（分配金再投資ベース） 

※最終ページの「当資料のご利用にあたっての注意事項」をご確認ください。 
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MHAM豪ドル債券ファンド（毎月決算型） 

基準価額 
騰落額 

6,492 円 

5,729 円 

（2017 年4月20日現在） 

【基準価額の推移】 
   2016 年3月末から足元までを振り返ると、基準価額は6,675  円（2016 年3月末）から5,729 円

（2017 年4月20日）となりました。この間の分配金（755 円）を加味した分配金再投資基準価額は
6,492 円となり、騰落率は ▲2.74 ％となっています。 

【基準価額の主な変動要因】 （※2017年3月末現在）  
 ①債券価格変動等 ： 2016 年８月にかけては、政策金利引き下げ実施などから利回りが低下（価  
           格は上昇）したことがプラスに寄与しましたが、その後は利回りが上昇に転   
           じたことがマイナスに影響し、１年を通じては小幅にマイナスに影響しまし 
           た。 

②債券利金収入 ： 利回りの高い事業債の組入比率を高めに維持したことにより、利金収入を確 
                                保しました。 
 ③為替レート変動 ： 2016 年６月にかけては、利下げ観測などを受け豪ドルが下落したことがマイ 
           ナスに影響しましたが、2017 年３月末にかけて豪ドルが回復したことがプラ 
           スに寄与し、１年を通じては小幅にマイナスに影響しました。  

【運用状況の具体的な説明】 
 〔デュレーション戦略〕修正デュレーションは１年を通しておおむねベンチマーク並みの水準とし、 
                                   4.5 ～5.0 年程度としました。 

 〔債券種別配分戦略〕 
       （事業債）組入は約４割とベンチマーク対比で高めを維持しました。ただし、事業債のパフォー 
        マンスが好調に推移する中で、バリュエーション面で割高感がみられたことから組入 
                      比率を小幅に引き下げました。 
       （地方債）組入は約２割程度とし、一部銘柄の利益確定売りを実施し組入比率を小幅に引き下げ 
        ました。 
     （政府・国際機関債）組入は約１割程度とし、2016 年12月以降、欧州に対する見通しが幾分改 
        善したことから、欧州系銘柄を中心に購入を進め、組入比率を小幅に引き上げました。 

過去1年の基準価額の変動要因 

（2017 年3月末現在） （年/ 月） 

期間 ファンド

1ヵ月 ▲4.35%

3ヵ月 ▲4.08%

6ヵ月 2.71%

1年 ▲1.52%
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Q6 豪ドル債の投資環境について教えてください。 

出所：ブルームバーグが提供するデータを基にアセットマネジメントOneが作成。 
※上記は、将来における豪州１０年国債利回りおよび豪ドル/ 円レート（東京仲値）の推移を示唆、保証するものではありません。 

豪州１０年国債利回りの推移 豪ドル／円レート（東京仲値）の推移 

Q7 今後の見通しについて教えてください。 

MHAM豪ドル債券ファンド（毎月決算型） 

  【豪州１０年国債利回り】 2016 年８月にかけては、豪州準備銀行（RBA）による政策金利の引
き下げや、物価見通しの引き下げなどを受け、利回りは2016 年３月末の2.5 ％程度から1.8 ％程度ま
で低下しました。その後は米国で利上げ観測が高まったことや、トランプ氏の政策がインフレを進行
させるとの見方が広がったことなどから、３月上旬には利回りは3.0 ％程度まで上昇しました。４月
以降は、地政学リスクの高まりなどから、2.5 ％程度まで低下しました。 

【豪ドルの対円レート】 RBAによる利下げ観測や英国の欧州連合（EU）離脱決定などを背景に昨
年６月下旬には74円程度まで下落しました。しかしその後は、主要輸出品目である鉄鉱石価格が堅
調に推移したことなどから２月下旬には88円台まで回復しました。４月以降は、地政学リスクの高
まりから82円程度まで下落しました。 

【豪州経済】 企業景況感の改善や主要輸出品目である鉄鉱石価格の回復など、豪州の良好なファ
ンダメンタルズ（経済の基礎的条件）を背景に底堅い経済成長を維持するものと考えます。また、ト
ランプ大統領の政策が世界経済に与える影響は不透明ではあるものの、豪州経済への影響は限定的と
見ています。 

【金融政策】 しばらくはインフレ率がRBAの目標を下回る状況が続く可能性が高い一方で、一部
地域で債務増大が懸念され、住宅市場のさらなる過熱が警戒されます。これら強弱材料が交錯する中
でRBAは政策金利を当面据え置くものと予想します。 

【長期金利】 短期的には、海外の要因をより強く受けると見ています。一方で、引き続き豪州経
済の底堅さが維持されると考えられることから、中長期的には、緩やかに上昇すると予想します。 

【豪ドル】 短期的には、市場参加者のリスクに対する許容度の変化や世界経済の動向を睨みなが
ら、一進一退の展開が続くと予想しています。中長期的には、豪州のファンダメンタルズが良好であ
ること等から、豪ドル高基調になるものと思われます。 
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ファンドの目的 

主として、オーストラリアの信用力の高い公社債に投資を行い、安定した収益の確保と信託財産の中・長期的な成
長を目指します。 

Ⅰ 主として、オーストラリアの信用力の高い公社債（豪ドル建て）に分散投資を行います。 

★主に豪ドル建ての国債、州政府債、事業債などに投資します。 
＊ 政府・州政府およびそれらの代理機関、国際機関等が発行・保証する公社債を除き、一発行体当たりの投資割合

は、信託財産の純資産総額の10％を上限とします。 

★公社債の組入比率は、高位を保つことを基本とします。 
 

★「MHAM豪ドル債券マザーファンド」をマザーファンドとするファミリーファンド方式で運用を行います。 

ファンドの特色 

Ⅱ ブルームバーグオーストラリア債券（総合）インデックス（為替ノーヘッジ・円換算ベース）を 
ベンチマークとして、中・長期的にベンチマークを上回る運用成果を目指します。 

ブルームバーグオーストラリア債券（総合）インデックス［正式名称：Bloomberg AusBond  Composite  
Index ］とは、オーストラリアで最も一般的な債券指数の１つで、国債・州政府債・事業債等を含む、固定利付
債券を対象とした指数です。なお、当ファンドがベンチマークとする「為替ノーヘッジ・円換算ベース」とは、
委託会社がブルームバーグオーストラリア債券（総合）インデックスを円ベースに換算したものです。 

★取得時においてＡ（-  Ａ３）格相当以上の格付け※1を得ている公社債を投資対象とするとともに、ファン
ド全体の加重平均格付け※2をＡＡ（-  Ａa３）格相当以上とすることを基本とします。 
※1スタンダード・アンド・プアーズ社もしくはムーディーズ社による格付けを基準とすることを基本とします。なお、格付けのない

場合には、委託会社または運用委託先であるAMPキャピタル・インベスターズが当該格付けと同等の信用度を有すると判断したも
のを含みます。 

※2「加重平均格付け」とは、各組入公社債等の格付けをそれぞれの公社債等の組入比率に応じて加重平均して算出した格付けであ
り、ファンドにかかる信用格付けではありません。 

＊組み入れた公社債が、取得後に格付けの低下によりＡ（-  Ａ３）格相当以上でなくなった場合、信託財産の純資産総
額の10％を上限として当該公社債を保有することがあります。 

★ファンド全体のデュレーションは、ベンチマークのデュレーション（2017 年3月末現在、4.9年）に対して
－2.0年～＋2.0年程度の範囲とします。 

★外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。 

※ブルームバーグ・ファイナンス・エル・ピーおよびその関係会社（以下「ブルームバーグ」と総称します。）は、アセットマ
ネジメントOne㈱の関係会社ではなく、当ファンドを承認し、是認し、レビューしまたは推奨するものではありません。ブ
ルームバーグおよびブルームバーグオーストラリア債券（総合）インデックスは、ブルームバーグ・ファイナンス・エル・
ピーの商標またはサービスマークであり、アセットマネジメントOne㈱に対してライセンスされています。ブルームバーグは、
ブルームバーグオーストラリア債券（総合）インデックスに関連するいかなるデータまたは情報の適時性、正確性または完全
性も保証するものではありません。 

MHAM豪ドル債券ファンド（毎月決算型） 
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Ⅲ マザーファンドの運用は、AMPキャピタル・インベスターズが行います。 

★マザーファンドにおける円の余資運用以外の運用の指図に関する権限を、AMPキャピタル・インべスター 
ズに委託します。 

Ⅳ 
毎月20日（休業日の場合は翌営業日）に決算を行い、 
原則として、利息収入相当分を中心に、分配することを目指します。 

★分配対象額の範囲は、経費控除後の繰越分を含めた配当等収益および売買益（評価益を含みます。以下 
 同じ。）等の全額とします。 
★分配金額は、上記の分配対象収益範囲のうち、原則として利息収入相当分を中心とし、委託会社が基準 
 価額の水準、市況動向等を勘案して決定します。 
★売買益については、原則として毎年5月および11 月の決算時に分配を行います。 
 ただし、分配対象額が少額の場合ならびに委託会社が基準価額の水準、市況動向等を勘案したうえで、 
 分配を見送る場合があります。 
★収益分配に充てなかった利益については、運用の基本方針に基づいて運用を行います。 

AMPキャピタル･インベスターズ（正式名称：AMPキャピタル・インベスターズ・リミテッド）について 

●ＡＭＰキャピタル･インベスターズは、オーストラリアを代表する総合金融グループであるＡＭＰグループの一
員です。 

●2016 年12月末現在において､約1,654 億豪ドル（約14.0 兆円）の資産を運用するオーストラリアで最大規模の運
用会社です。 

●オーストラリアの公社債への投資経験は160 年以上に及びます。 

AMPグループの概要 

AMPグループは､1849 年にオーストラリアにおいて設⽴された保険会社を起源とし、生命保険業､損害保険業､銀行
業､資産運用業､クレジットカード業､株式ブローカー業、金融商品販売業を手がけるオーストラリアで最大規模の
総合金融グループです。 
マザーファンドの運用において､AMPキャピタル･インベスターズは､主に豪ドル建ての国債、州政府債､事業債など
に投資し､マクロ経済分析と信用リスク分析の双方から付加価値を追求します。 
特に事業債への投資にあたっては、AMPキャピタル･インベスターズが、長年にわたり培ってきたオーストラリア
における投資経験が､事業債を発行している個別企業についての精緻な信用リスク分析を可能にする裏付けとなっ
ています。 

※上記の図は､収益分配のイメージを示したものであり、当ファンドの将来の収益分配金の支払いおよびその金額について示唆、保証す
るものではありません。 

※分配金額は、委託会社が収益分配方針に基づいて決定します。ただし、収益分配を行わない場合もあります。 

市況動向やファンドの資金事情等によっては、P.7～8のような運用ができない場合があります。 

MHAM豪ドル債券ファンド（毎月決算型） 
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基準価額の変動要因 

当ファンドは、公社債などの値動きのある証券等（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）に投資しますの

で、ファンドの基準価額は変動します。したがって、投資者の皆さまの投資元金は保証されているものではなく、

基準価額の下落により、損失を被り、投資元金を割り込むことがあります。ファンドの運用による損益はすべて投

資者の皆さまに帰属します。また、投資信託は預貯金とは異なります。 

●当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37 条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありま

せん。 

●当ファンドは、証券取引所等における取引の停止等があるときには、換金請求の受付けを中止すること、およびす

でに受け付けた換金請求の受付けを取り消すことがあります。 

その他の留意点 

※基準価額の変動要因は上記に限定されるものではなく、上記以外に「流動性リスク」、「カントリーリスク」、「ファミリー
ファンド方式で運用する影響」などがあります。 

金利変動リスク 

一般に金利が上昇した場合には、既に発行されて流通している公社債の価格は下落

します。金利上昇は、当ファンドが投資する公社債の価格に影響を及ぼし、当ファ

ンドの基準価額を下落させる要因となります。 

為替変動リスク 

当ファンドでは、原則として為替ヘッジを行わないため、投資対象通貨（主として

豪ドル）と円との外国為替相場が円高となった場合には、当ファンドの基準価額が

下落する要因となります。 

信用リスク 

当ファンドが投資する公社債等の発行体が、財政難、経営不振、その他の理由によ

り、利息や償還金をあらかじめ決められた条件で支払うことができなくなった場合、

またはその可能性が高まった場合には、当ファンドの基準価額が下落する要因とな

ります。 

MHAM豪ドル債券ファンド（毎月決算型） 
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 普 通 分 配 金 ： 個別元本（投資者のファンドの購入価額）を上回る部分からの分配金です。 
 元 本 払 戻 金 ： 個別元本を下回る部分からの分配金です。分配後の投資者の個別元本は、元本払戻金（特別分配金）の額だけ減少します。 
（特別分配金） 
（注）普通分配金に対する課税については、投資信託説明書（交付目論見書）の「手続・手数料等」の「ファンドの費用・税金」をご参照くだ

さい。 

収益分配金に関する留意事項 

前期決算から基準価額が上昇した場合 前期決算から基準価額が下落した場合 

分配金の一部が元本の一部払戻しに相当する場合 分配金の全部が元本の一部払戻しに相当する場合 

※上図はイメージであり、実際の分配金額や基準価額を示唆するものではありませんのでご留意ください。 

投資信託の分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額
相当分、基準価額は下がります。 

投資信託で分配金が 
支払われるイメージ 

投資信託の純資産 

分配金 

分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる場合があり
ます。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、分配金の水準は、必ずしも計
算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。 

投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合がありま
す。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。 

普通分配金 

投資者の 
購入価額 

 
（当初個別 

元本） 

元本払戻金 
（特別分配金） 

分配金 
支払後 

基準価額 
 

個別元本 

投資者の 
購入価額 

 
（当初個別 

元本） 

元本払戻金 
（特別分配金） 

分配金 
支払後 

基準価額 
 

個別元本 

＊500 円 
（③＋④） 

10,500 円 

＊50円 

＊450 円 
（③＋④） 

期中収益 
（①＋②） 

50円 

10,550 円 

10,450 円 

前期決算日 当期決算日 
分配前 

当期決算日 
分配後 

＊分配対象額 
500 円 

＊ 50円を 
取崩し 

＊分配対象額 
450 円 

＊500 円 
（③＋④） 

10,500 円 

＊80円 

＊420 円 
（③＋④） 

10,400 円 

10,300 円 

前期決算日 当期決算日 
分配前 

当期決算日 
分配後 

＊分配対象額 
500 円 

＊ 80円を 
取崩し 

＊分配対象額 
420 円 

配当等収益 
①20円 

100 円 

分
配
金 

100 円 

分
配
金 

※元本払戻金（特別分配
金）は実質的に元本の一
部払戻しとみなされ、そ
の金額だけ個別元本が減
少します。また、元本払
戻金（特別分配金）部分
は非課税扱いとなります。 

分配金と基準価額の関係（計算期間中に発生した収益を超えて支払われる場合） 

（注）分配対象額は、①経費控除後の配当等収益および②経費控除後の評価益を含む売買益ならびに③分配準備積⽴金および④収益調整金で
す。分配金は、分配方針に基づき、分配対象額から支払われます。 

分配準備積⽴金 ： 期中収益（①+ ②）のうち、当期の分配金として支払われず信託財産内に留保された部分をいい、次期以降の分配対
象額となります。 

収 益 調 整 金 ： 追加型株式投資信託において、追加設定により既存投資者の分配対象額が減らないよう調整するために設けられた勘
定です。 

MHAM豪ドル債券ファンド（毎月決算型） 
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購入・換金のお申込み 
販売会社・委託会社の休業日および購入・換金申込不可日を除き、原則として、いつでも 
お申し込みになれます。 

購入・換金申込不可日 申込日がシドニーの銀行の休業日にあたる場合 

購入単位 
販売会社が別に定める単位 
 詳細は販売会社までお問い合わせください。 

購入価額 
購入申込日の翌営業日の基準価額 
（基準価額は1万口当たりで表示しています。分配金再投資コースの収益分配金は、決算日の基準価
額で再投資されます。） 

換金単位 
1万口単位または1口単位 
※換金単位は、販売会社およびお申込コースにより異なる場合があります。また、販売会社によって

は換金単位を別に設定する場合があります。 

換金価額 換金請求受付日の翌営業日の基準価額 

換金代金 換金請求受付日から起算して、原則として5営業日目からお支払いします。 

申込締切時間 
原則として営業日の午後3時までに販売会社の事務手続きが完了したものを当日分のお申 
込みとします。 
※なお、上記の時間以前にお申込みが締め切られる場合があります。 

換金制限 信託財産の資金管理を円滑に行うために大口の換金請求には制限を設ける場合があります。 

購入・換金申込受付の 
中止および取消し 

証券取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、その他やむを得ない事情があるときは、購
入・換金のお申込みの受付けを中止すること、およびすでに受け付けた購入・換金のお申込みの受付
けを取り消すことがあります。 

信託期間 無期限（2003 年2月7日設定） 

繰上償還 
信託契約の一部解約により、受益権の総口数が10 億口を下回ることとなるとき等には、信託を終了
（繰上償還）させることがあります。 

決算日 毎月20日（休業日の場合は翌営業日） 

収益分配 

年12回の毎決算日に収益分配方針に基づいて収益分配を行います。 
※「 分配金受取コース」と「分配金再投資コース」の2つの購入方法があります。ただし、販売会社 

によっては、どちらか一方のコースのみの取扱いとなる場合があります。詳細は販売会社までお 
問い合わせください。 

課税関係 

課税上は株式投資信託として取り扱われます。 
公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度「愛称：NISA （ニーサ）」、未成年者少額投資非
課税制度「愛称：ジュニアNISA（ジュニアニーサ）」の適用対象です。 
配当控除が適用できます。益金不算入制度の適用はありません。 
※税法が改正された場合等には、上記の内容が変更される場合があります。 

< 詳細については、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。>  お申込みメモ 

MHAM豪ドル債券ファンド（毎月決算型） 
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購入時 

項目 費用の額・料率 費用の概要 

購入時手数料 
購入価額に対して、販売会社が別に定める手数料率を乗じて得た額とし
ます。 
 ※手数料率の上限は2.7%（税抜き2.5%）です。 

商品説明、募集・販売の取扱

い事務等の対価 

換金時 

項目 費用の額・料率 費用の概要 

信託財産留保額 ありません。 － 

保有期間中（信託財産から間接的にご負担いただきます） 

運用管理費用（信託報酬） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※運用管理費用の配分（税抜）は、以下の通り信託財産の純資産総額に応じて変動します。 

 

 

 

 

 
AMPキャピタル・インベスターズが受け取る当ファンドにかかるマザーファンドの外部委託契約にかかる報酬の額（マザーファ
ンドの信託財産の月末純資産総額の平均値に対し、年0.35 ％を上限とした率を乗じて得た額をマザーファンドにおける当ファン
ドの出資比率で按分した額）は、円の余資以外の運用の対価等として、委託会社の受け取る運用管理費用から支払期日毎に支払
われます。 

その他の費用・手数料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※上記のような費用・手数料等が投資者の保有期間中、そのつど（監査費用は日々）かかります。 
 ※その他の費用・手数料については、定期的に見直されるものや売買条件等により異なるため、あらかじめ当該費用等（上限

額等を含む）を表示することができません。 

上記手数料等の合計額については、購入金額や保有期間等に応じて異なりますので、あらかじめ表示することができません。 

項目 費用の額・料率 費用の概要 

運用管理費用（総額） 
年率1.35％ 

（税抜1.25％） 

運用管理費用＝日々の純資産総額×信託報酬率 
※運用管理費用は毎計算期末または信託終了のときに信託財産中から支

払われます。 

  

（委託会社） 
年率0.65 ％ 

～0.60%  
信託財産の運用、目論見書等各種書類の作成、基準価額の算出等の対価 

（販売会社） 
年率0.55 ％ 

～0.60%  

交付運用報告書等各種書類の送付、顧客口座の管理、購入後の情報提供
等の対価 

（受託会社） 年率0.05 ％ 信託財産の管理、委託会社からの運用指図の実行等の対価 

主な項目 費用の概要 

信託財産に関する租税 
有価証券の取引のつど発生する有価証券取引税、有価証券の受取配当金
にかかる税、有価証券の譲渡益にかかる税等 

監査費用 監査法人に支払うファンドの監査にかかる費用 

信託事務の処理に要する諸費用 事務処理にかかる諸経費 

外国における資産の保管等に要する費用 外国における保管銀行等に支払う有価証券等の保管等に要する費用 

組入有価証券の売買時の売買委託手数料 有価証券等の売買の際、金融商品取引業者等に支払う手数料 

お客さまにご負担いただく手数料等について 

純資産総額 委託会社 販売会社 受託会社 

150 億円以下の部 0.65 ％ 0.55 ％ 
0.05 ％ 

150 億円超の部 0.60 ％ 0.60 ％ 

配

 分

 

）
 

抜

 

税

 

（
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加入している金融商品取引業協会を○で示しています。 

委託会社および受託会社 

販売会社 

委託会社 

アセットマネジメントOne株式会社  信託財産の運用指図等を行います。 

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第324 号 

加入協会／一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会 

○ホームページアドレス http://www.am -one.co.jp/  

○コールセンター 0120‐104‐694（受付時間：営業日の9：00～17：00） 

受託会社 三菱UFJ信託銀行株式会社  信託財産の保管・管理等を行います。 

MHAM豪ドル債券ファンド（毎月決算型） 

※最終ページの「当資料のご利用にあたっての注意事項」をご確認ください。 
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当資料のご利用にあたっての注意事項 
 
■当資料は、アセットマネジメントOne（以下、当社といいます。）が作成した販売用資料であり、法令に基づく開示書類では

ありません。 

■当資料の作成にあたり、当社は、情報の正確性等について細心の注意を払っておりますが、その正確性、完全性を保証するも

のではありません。 

■当資料中の運用状況に関するグラフ、図表、数字および市場環境や運用方針等は、作成時点のものであり、将来の市場環境の

変動、運用成果等を保証するものではなく、また将来予告なしに変更される場合もあります。 

■投資信託は、信託財産に組み入れられた株式・債券などの価格変動やその発行者にかかる信用状況などの変化、金利の変動、

為替相場の変動などにより、基準価額が下落し投資元金を割り込むことがあります。 

■運用により信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者の皆さまに帰属します。 

■投資信託は、預金商品、保険商品ではなく、預金保険、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。 

■登録金融機関が取り扱う投資信託は、投資者保護基金の対象ではありません。 

■投資信託の設定・運用は、投資信託委託会社が行います。 

170405JS270000 ファンド通信 

MHAM豪ドル債券ファンド（毎月決算型） 

※上記の表は、アセットマネジメントOne株式会社が基準日時点で知りうる信頼性が高いと判断した情報等から、細心の注意を
払い作成したものですが、その正確性、完全性を保証するものではありません。 

※備考欄の「◇」は、取次の販売会社を示しています。 

 
当ファンドをお申込みの際は、販売会社から投資信託説明書（交付目論見書）をあらかじめ、または同時にお渡しいたしますの
で、必ずお受け取りになり、投資信託説明書（交付目論見書）の内容をよくお読みいただきご確認のうえ、お客さまご自身が当
ファンドへの投資に関してご判断ください。 


